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一般社団法人 全国労働安全衛生研究会 

災害に抗して 
編集 感染症対策研究部会（ yamada@peace.email.ne.jp ） 

2021・3・22 No.30 

間違っている医療政策＝病床削減の 

これまでと現在の状況 

 これまでの医療政策は、医療費の公費支出を削減し、医療を大企業のための営利市場

化を目指すために、病床の削減を行い続けてきました。 

 このことが、コロナ感染症災害においても、すぐ「医療ひっ迫」「医療崩壊」の事態

をまねいてきたのです。 

 しかも、このコロナ災害の最中でも病床を削減させています。そして今後もさらに病

床を削減しようとの計画さえあるのです。 

明らかに、間違った医療政策です。今回は病床について考えていこうと思います。 
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 コロナ感染症が「病床をひっ迫」させたというより、 

その以前から病床はひっ迫だった   

●コロナ感染症の以前から医療従事者のゆとりは奪われていましたが、病院・病床のゆとりも奪わ

れていました。「日本の病床は諸外国に比べて多すぎる」「空きベッドが多いことで経営効率が悪い」

と盛んに言われてきましたが、事実と異なります。日本の病床数の統計の取り方は、諸外国とは異

なるからです。このことは日本医師会の総合政策研究機構でも主張しています。 

●病床のゆとりがないことは、病床利用率をみればわかります。公的病院も民間病院も病床利用率

は平均して約７５％以上。さらに多くの病院では８０％以上にもなっています。つまり１００病床の

病院なら、連日７５～８０病床も入院患者で埋まっていることになり、ほぼ満床状態なのです。 

●これは、この間の医療政策が病床と病院の削減を続けてきたからです。 

・２６年間で病床を約３３万床削減 

・自治体病院は１７年間で１３７病院も統廃合・廃院により削減 

・感染症専用病床は結核病床も含めて３万床も削減 

そのうえ、総務省の『新公立病院改革ガイドライン』（２０１５年）では、「経営の黒字化」だけ

を基本にして「過去３年間連続して７０％未満の病院については、病床の削減、診療所化……経営

形態の見直しなど」を求めてきているのです。 

●東京圏などの２０２１年の緊急事態宣言の対象都県とは、主に「病床ひっ迫」が原因とされてい

ます。これは感染患者が多いということよりも、そもそもの病床の絶対数が足りないからです。人

口１０万人における割合では、コロナ感染症災害の以前から、東京・埼玉・神奈川・千葉は全国で

もっとも医療従事者も病床数も少ないワースト都県だったのです。 

 これは、コロナというより、間違った医療政策の結果だといえます。 
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●しかも、このコロナ感染症のさなかでも病床数で２万１０００床以上が削減されているのです。 

●したがって、感染症が激増することで、「一般病床を感染用に病床を転換する」だけでは、一般病

床もすぐに「病床ひっ迫」になり、コロナ感染症に限らず医療全体が「医療崩壊」となってしまう

のです。 

コロナ感染症の最中であっても、その医療政策はさらに病床削減など 

●地域医療構想でも、このコロナ感染症で病床が足りないことが明らかになっているにも関わらず、

さらに病床削減の方針を掲げ続けています。 

・風邪薬などを保険適用から外し、売薬とさせる 

・２０２３年からの医師養成数を大幅に減らす 

・医師の長時間労働を可能にする検討もはじめた 

・病院の統廃合を進める地域医療構想をそのまま続ける 

さらには病床削減を行なった病院に国の消費税財源で給付金を配るという事業もはじめようとさ

れています。つまりコロナ感染症で明らかになった、医療政策の転換が求められています。 

『いのちを守ろう！』― ７５歳以上患者２割負担を止めよう！  

コロナ感染症の最中に、７５歳以上の患者負担２割化がはじまろうとしています。これはさらに

３割化などが目指される高齢者のいのちを奪い、全世代の生存権を危うくするものです。この問題

は実に深刻であるにも関わらず、社会の注意が向けられていません。ブックレットを作成しました。

学習と活動にぜひ取り組み、活用して下さい。 

申込先は全国労働安全衛生研究会です。 

    販価５００円 ５冊以上送料無料 １０冊ごとに１冊おまけです。 
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政権は 2022 年後半から 75 歳以上の医療費患者負担を

２割負担＝実質的に２倍の負担に引き上げようとしてい

ます。その負担増の「理由」とは、「現役世代の保険料負

担の軽減」「世代間の公平性」などです。しかし今回の患

者負担２割化でも、現役世代の実質的な保険料軽減には

つながらず、もっぱら国をはじめとする公費支出の軽減

になるだけです。高齢者患者負担２割化に潜む「いのち」

と「人間性」の問題を考えました。高齢者のいのちを奪

う負担増を、全世代の力でこの流れをストップさせてい

きましょう！ 

御名前 

御住所 

〒 

電 話 

５００円×    冊数 ＝ 計        円

・苛酷な 75 歳以上患者 2割負担の状況 

・年金削減・税・保険料負担で生活苦に 

・負担増は受診抑制でいのちの危険に    …など 

頒 価 ５００円（送料１００円、５冊以上送料無料）

10 冊ごとに＋1冊おまけとしてお付けします 

下記宛に FAX かメールでご注文下さい 

◆FAX：055-254-4403 ◆メール：yamada@peace.email.ne.jp 

いのちを守ろう！ 
－75歳以上患者2割負担を止めよう！－
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